
基基準準適適合合認認定定一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定企企業業にに係係るるププララチチナナくくるるみみんんププララスス認認定定））

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番
号を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在

地、代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。
＊押印は不要です。

厚生労働省ホームページ
よりダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gen

eral/seido/koyou/jisedai/

この申請書を提
出する日を記入し
てください。この申請書を提

出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（２ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期契約労働
者の数を記入してく
ださい。

特例認定を受け
た日及び認定を受
けた労働局を記入
してください。

実施状況を公表
した日が属する事
業年度（各企業に
おける会計年度）を
記載してください。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

（Ａ）欄には各事
業年度内に配偶
者が出産した男性
労働者数を、（Ｂ）
欄には、各事業年
度内に育児休業
等をした男性労働
者数をそれぞれ記
入してください。
「育児休業等をし

たものの割合」欄
には、（Ｂ）÷（Ａ） 
×１００の値を、小小
数数第第１１位位以以下下をを切切
りり捨捨ててて記入してく
ださい。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、公表時に

既に退職している
労働者は、「育児
休業等をしたもの
の割合」の算定に
当たって、分母に
も分子にも含まれ
ません。

公表を行う日が属
する事業年度の前
事業年度、前々事
業年度を記載してく
ださい。

（Ａ）欄には各事
業年度内に配偶
者が出産した男性
労働者数を、（Ｂ）
欄には、各事業年
度内に育児休業
等をした男性労働
者数を、（Ｃ）欄に
は、各事業年度内
に企業独自の育
児を目的とした休
暇制度を利用した
男性労働者数をそ
れぞれ記入してく
ださい。
「育児休業等及

び小学校就学前ま
での子について育
児目的休暇制度を
利用したものの割
合」欄には、（Ｂ＋
Ｃ）÷（Ａ）×１００
の値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり捨捨てて
て記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定

申請時に既に退職
している労働者は、
「育児休業等及び
小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割
合」の算定に当
たって、
分母にも分子にも
含まれません。
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基基準準適適合合認認定定一一般般事事業業主主認認定定申申請請書書 記記入入例例
（（ププララチチナナくくるるみみんん認認定定企企業業にに係係るるププララチチナナくくるるみみんんププララスス認認定定））

申請を行う事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所、電話番
号を記入してください。
法人の場合は、法人の名称、主たる事業、主たる事務所の所在

地、代表者の氏名、主たる事務所の電話番号を記入してください。
＊押印は不要です。

厚生労働省ホームページ
よりダウンロードができます
https://www.mhlw.go.jp/gen

eral/seido/koyou/jisedai/

この申請書を提
出する日を記入し
てください。この申請書を提

出する日又は提出
前の１か月以内の
いずれかの日の
「常時雇用する労
働者数」（２ページ
参照）を記入してく
ださい。
また、同様に、男

女別の労働者の数
及び有期契約労働
者の数を記入してく
ださい。

特例認定を受け
た日及び認定を受
けた労働局を記入
してください。

実施状況を公表
した日が属する事
業年度（各企業に
おける会計年度）を
記載してください。

この申請についての担当部局名と
担当者の氏名を記入してください。

（Ａ）欄には各事
業年度内に配偶
者が出産した男性
労働者数を、（Ｂ）
欄には、各事業年
度内に育児休業
等をした男性労働
者数をそれぞれ記
入してください。
「育児休業等をし

たものの割合」欄
には、（Ｂ）÷（Ａ） 
×１００の値を、小小
数数第第１１位位以以下下をを切切
りり捨捨ててて記入してく
ださい。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、公表時に

既に退職している
労働者は、「育児
休業等をしたもの
の割合」の算定に
当たって、分母に
も分子にも含まれ
ません。

公表を行う日が属
する事業年度の前
事業年度、前々事
業年度を記載してく
ださい。

（Ａ）欄には各事
業年度内に配偶
者が出産した男性
労働者数を、（Ｂ）
欄には、各事業年
度内に育児休業
等をした男性労働
者数を、（Ｃ）欄に
は、各事業年度内
に企業独自の育
児を目的とした休
暇制度を利用した
男性労働者数をそ
れぞれ記入してく
ださい。
「育児休業等及

び小学校就学前ま
での子について育
児目的休暇制度を
利用したものの割
合」欄には、（Ｂ＋
Ｃ）÷（Ａ）×１００
の値を、小小数数第第１１
位位以以下下をを切切りり捨捨てて
て記入してください。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、特例認定

申請時に既に退職
している労働者は、
「育児休業等及び
小学校就学前まで
の子について育児
目的休暇制度を利
用したものの割
合」の算定に当
たって、
分母にも分子にも
含まれません。
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「常時雇用する労働者数」 （２ページ参照）が３００人以下の企業については、「公表
前々事業年度の開始前３年間以内のいずれかの日から公表事業年度の末日までの
期間において３０％以上となる期間を記入してください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数を、（Ｂ）欄には、そ

の期間内に育児休業等をした男性労働者数をそれぞれ記入し、「育児休業等をした
ものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）×１００の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入し
てください。

（Ａ）欄には各事
業年度内に出産し
た女性労働者数を、
（Ｂ）欄には、各事
業年度内に育児休
業等をした女性労
働者数をそれぞれ
記入してください。
（Ｃ）欄には、（Ｂ）

÷（Ａ）×１００の値
を、小数第１位を切
り捨てて記入してく
ださい。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、公表時に既

に退職している労
働者は、「育児休
業等をしたものの
割合」の算定に当
たって、分母にも分
子にも含まれませ
ん。

「常時雇用する労
働者数」 （２ページ
参照）が３００人以
下の企業について
は、「公表前々事
業年度の開始前３
年間以内のいずれ
かの日から公表事
業年度の末日まで
の期間において７
５％以上となる期
間を記入してくださ
い。
また、（Ａ）欄には

その期間内に出産
した女性労働者数
を、（Ｂ）欄には、そ
の期間内に育児休
業等をした女性労
働者数をそれぞれ
記入し、「育児休業
等をしたものの割
合」欄には、（Ｂ）÷
（Ａ）×１００の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入し
てください。

３歳から小学校に入学するまでの子を持つ有期契約労働者を
含むすべての労働者を対象とする「育児休業の制度又は勤務時
間短縮等の措置に準ずる措置」の実施の有無（有が１つ以上必
要）について、該当するものに○をつけてください。
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「常時雇用する労働者数」 （２ページ参照）が３００人以下の企業については、「公表
前々事業年度の開始前３年間以内のいずれかの日から公表事業年度の末日までの
期間において３０％以上となる期間を記入してください。
また、（Ａ）欄にはその期間内に配偶者が出産した男性労働者数を、（Ｂ）欄には、そ

の期間内に育児休業等をした男性労働者数をそれぞれ記入し、「育児休業等をした
ものの割合」欄には、（Ｂ）÷（Ａ）×１００の値を、小小数数第第１１位位以以下下をを切切りり捨捨ててて記入し
てください。

（Ａ）欄には各事
業年度内に出産し
た女性労働者数を、
（Ｂ）欄には、各事
業年度内に育児休
業等をした女性労
働者数をそれぞれ
記入してください。
（Ｃ）欄には、（Ｂ）

÷（Ａ）×１００の値
を、小数第１位を切
り捨てて記入してく
ださい。
（なお、育児・介

護休業法上、育児
休業等の対象とな
らない有期契約労
働者は、計算から
除外して構いませ
ん。）
また、公表時に既

に退職している労
働者は、「育児休
業等をしたものの
割合」の算定に当
たって、分母にも分
子にも含まれませ
ん。

「常時雇用する労
働者数」 （２ページ
参照）が３００人以
下の企業について
は、「公表前々事
業年度の開始前３
年間以内のいずれ
かの日から公表事
業年度の末日まで
の期間において７
５％以上となる期
間を記入してくださ
い。
また、（Ａ）欄には

その期間内に出産
した女性労働者数
を、（Ｂ）欄には、そ
の期間内に育児休
業等をした女性労
働者数をそれぞれ
記入し、「育児休業
等をしたものの割
合」欄には、（Ｂ）÷
（Ａ）×１００の値を、
小小数数第第１１位位以以下下をを
切切りり捨捨ててて記入し
てください。

３歳から小学校に入学するまでの子を持つ有期契約労働者を
含むすべての労働者を対象とする「育児休業の制度又は勤務時
間短縮等の措置に準ずる措置」の実施の有無（有が１つ以上必
要）について、該当するものに○をつけてください。
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各事業年度における、労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働及び休日
労働の合計時間数を記入してください。

各事業年度にお
ける、１月当たりの
平均した時間外労
働時間が
６０時間以上である
労働者数を記入し
てください。

働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置
の実施の有無（全て有であることが必要）について、該当するもの
に○をつけてください。

イ又はロのいずれかを記入してください。
なお、「常時雇用する労働者数」 （２ページ参照）が３００人以下の企業については、「計画期間の開始日から計

画期間の終了日の１年前の期間＋計画期間開始前の一定期間（最長３年間）」で、イについては９０％以上、ロに
ついては７０％以上となる期間を記入してください。

（Ａ）欄には公表
前々事業年度に出
産した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
（Ａ）のうち、公表前
事業年度に在職し
ている女性労働者
数（育児休業等をし
ているもの又は育
児目的休暇制度を
利用しているものを
含む）をそれぞれ
記入してください。

（Ａ）欄には公表
前々事業年度に出
産した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
公表前々事業年度

に出産する予定で
あった女性労働者
のうち退職したもの
の数を、（Ｃ）欄に
は、（Ａ）のうち、公
表前事業年度に在

職している女性労
働者数（育児休業
等をしているもの又
は育児目的休暇制
度を利用しているも
のを含む）をそれぞ
れ記入してください。

育児休業等をし、
又は育児を行う女
性労働者が就業を
継続し、活躍できる
ようにするための
取組の実施の有無
について、該当す
るものに○をつけ
てください。
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各事業年度における、労働者１人当たりの各月ごとの時間外労働及び休日
労働の合計時間数を記入してください。

各事業年度にお
ける、１月当たりの
平均した時間外労
働時間が
６０時間以上である
労働者数を記入し
てください。

働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置
の実施の有無（全て有であることが必要）について、該当するもの
に○をつけてください。

イ又はロのいずれかを記入してください。
なお、「常時雇用する労働者数」 （２ページ参照）が３００人以下の企業については、「計画期間の開始日から計

画期間の終了日の１年前の期間＋計画期間開始前の一定期間（最長３年間）」で、イについては９０％以上、ロに
ついては７０％以上となる期間を記入してください。

（Ａ）欄には公表
前々事業年度に出
産した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
（Ａ）のうち、公表前
事業年度に在職し
ている女性労働者
数（育児休業等をし
ているもの又は育
児目的休暇制度を
利用しているものを
含む）をそれぞれ
記入してください。

（Ａ）欄には公表
前々事業年度に出
産した女性労働者
数を、（Ｂ）欄には、
公表前々事業年度

に出産する予定で
あった女性労働者
のうち退職したもの
の数を、（Ｃ）欄に
は、（Ａ）のうち、公
表前事業年度に在

職している女性労
働者数（育児休業
等をしているもの又
は育児目的休暇制
度を利用しているも
のを含む）をそれぞ
れ記入してください。

育児休業等をし、
又は育児を行う女
性労働者が就業を
継続し、活躍できる
ようにするための
取組の実施の有無
について、該当す
るものに○をつけ
てください。
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不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のために利用できる両立支援制度の
有無（有が１つ以上必要）について、該当するも
のに○をつけてください。
「有」の場合は、その内容を「制度の内容」欄に

記入してください。

不妊治療と仕事
との両立の推進に
関する方針の内容
を記入してください。
また、方針及び

（１）の制度の内容
に関して、労働者
への周知日及び周
知方法を記入してく
ださい。

不妊治療と仕事
との両立に関する
研修その他の不妊
治療と仕事との両
立に関する労働者
の理解を促進する
ための取組の内容
を記入してください。
また、実施日を記

入してください。

両立支援担当者の氏名、所属・役職及び選任日を記入してく
ださい。
また、両立支援担当者の労働者への周知日及び周知方法を

記入してください。
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不妊治療のた
めに利用できる
休暇制度につい
て、整備している
制度の内容を記
入してください。

不妊治療のために利用できる両立支援制度の
有無（有が１つ以上必要）について、該当するも
のに○をつけてください。
「有」の場合は、その内容を「制度の内容」欄に

記入してください。

不妊治療と仕事
との両立の推進に
関する方針の内容
を記入してください。
また、方針及び

（１）の制度の内容
に関して、労働者
への周知日及び周
知方法を記入してく
ださい。

不妊治療と仕事
との両立に関する
研修その他の不妊
治療と仕事との両
立に関する労働者
の理解を促進する
ための取組の内容
を記入してください。
また、実施日を記

入してください。

両立支援担当者の氏名、所属・役職及び選任日を記入してく
ださい。
また、両立支援担当者の労働者への周知日及び周知方法を

記入してください。
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